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A. 研究目的 

厚労省統計によると休業 4 日以上の労働

災害中，転倒災害が最も多く，平成 27 年か

ら「STOP！転倒災害プロジェクト」が推

進され，4S＝整理・整頓・清掃・清潔や適

切な靴の装用などハード面でのリスク要因

に関する対策が促されているものの，転倒

災害は減少しておらず，設備的不備がない

場所での災害が散見される。高齢者雇用が

進む中，加齢に伴う心身機能の変化と転倒

リスクに関する研究により，バランス能力

や歩容の変化などのリスク要因は明らかに

されてきた。腰痛予防体操は労働衛生対策

として重要視されているが，転倒予防も念

頭に置いた現場での体操実践は浸透してい

ない。本研究の目的は，1)建設業，小売業，

製造業，保健衛生業における転倒予防体操

や腰痛予防体操の実施状況を調査し，2)専

門家との協議および文献的エビデンスもふ

まえて，腰痛対策も加味したオリジナルの

転倒予防体操案を開発するものである。 

 

B. 研究方法 

建設業(n=11)，小売業(n=10)，保健衛生

業(n=18)の 39 の事業所を対象に，(1)ラジ

オ体操を，日常的に行っているか，(2)腰痛

予防対策として，日常的に体操を行ってい

るか，(3)転倒防止のために，日常的に体操

をおこなっているかを調査し，実施率を算

出した。また，製造業に従事する 950 人に

対して健康診断受診時に，体操習慣の有無，

体操実施時間，体操の目的，過去 1 年の転

倒回数，過去 1 年のつまずきや転びそうに

なった回数を，問診票にて調査した。体操
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習慣，就業時間内での体操の実施，そのう

ち転倒対策としての体操の実施率を算出し

た。また，体操習慣がある群と無い群で，

過去 1 年の転倒およびつまずきの有無をカ

イ 2 乗検定で比較した。p<0.05 を統計的有

意差があるとした。 

医学中央雑誌や Medline 等のデータベー

スを用いて，職場での転倒の身体機能リス

ク要因について，エクササイズや体操など

により介入した事例，研究についての文献

を検索し，レビューを行った。それらの事

例や研究で用いられていた具体的なメニュ

ーを抽出した。実際に職場の体操メニュー

を考案した経験のある研究者，理学療法士，

整形外科医により，どのような要素が必要

かを協議し，腰痛対策も加味した転倒予防

体操に入れる動きのメニュー案を決定した。

体操用のオリジナル曲の作成をした。 

 

C. 研究結果 

建設業，小売業，保健衛生業における体

操実施率は，ラジオ体操が 23.1％，腰痛予

防体操が 2.6％，転倒予防体操が 5.1％であ

った。製造業に従事する 950 人のうち，体

操習慣があったのは 48％(n=452)，そのう

ち就業時間に行っているのは 50％(n=224)，

そのうち転倒対策として体操を行っている

のは 12％(n=26)であった。過去 1 年に 1 回

以上転倒があった割合は体操習慣ありで

10％（45 人/450 人），体操習慣なしでは 9％

(46 人/489 人)で統計的有意差は無かった

（p=0.76）。過去 1 年に 1 回以上つまずき

や転びそうになった割合は，体操習慣あり

で 64％（289 人/450 人），体操習慣なしで

は 62％（304 人/489 人）で，統計的有意差

は無かった(p=0.51)。 

国内外の文献に記載されていたエクササ

イズメニューとしては，片脚立ち，つぎ足，

スクワット，カーフレイズなどであり，介

入後バランス能力や歩行速度の改善が見ら

れたと報告されていた。職場での体操メニ

ューとしては，肩の可動域運動，四肢のス

トレッチ，片脚立ち，腿上げ，つま先立ち，

踵立ち，スロースクワットなどであり，転

倒やヒヤリハットが減少したと報告されて

いた。 

専門家の協議により，転倒予防体操の作

成では筋力やバランス能力だけでなく，姿

勢改善やバランスを崩した際の反応も考慮

した。具体的なメニューは，肩関節，肘関

節，手関節，股関節，足関節の可動域向上

のための動き，腸腰筋，アキレス腱ストレ

ッチのためのランジ，体重移動のための 4

方向へのランジ，猫背改善のための胸郭や

ハムストリングのストレッチ，下肢筋力強

化のためのスロースクワット，腰痛予防の

ためのこれだけ体操®，バランス能力向上

のためのつま先立ちと片足立ち，骨粗鬆対

策として踵骨への刺激のための踵おとしで

ある。全体で 3 分のプログラムとなってい

る。これにオリジナルに作成した曲を付け

た。 

 

D. 考察 

転倒防止を目的とした体操の実施率は建

設業，小売業，保健衛生業の事業所レベル

での調査では 5％，製造業の従業員の個人

レベルでの調査でも 12％と低値であった。

人口の高齢化に伴い，労働者の高齢化が進

んでいる日本では，従業員の身体機能とい

う個人要因による転倒のリスクはますます

高まると考えられ，転倒予防体操の普及な
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どの対策が必要であると考えられる。 

E. 結論 

文献的エビデンスと労働衛生，リハビリ

分野の専門家との協議に基づき，腰痛対策

も加味した転倒予防体操(新プログラム)を

開発した。今後，新プログラムの効果検証

を行う予定である。 

 

F. 健康危険情報 

 該当なし 
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2.  学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3. その他 

 

 


